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平成２２年３月期（第 136 期）決算の概況  

 

 損益の状況 ○ 
 

【単 体】                             
                
                          

経常収益 １３,１２２百万円  前期比   ＋３０２百万円   ２.３％増収
 

      経常収益は、貸出金が堅調に増加しましたが、金利引下げの影響等により利回りが低下したため、資金運用

収益が減収となったものの、株式等売却益等の増加により、前期比３０２百万円増収の１３,１２２百万円と

なりました。 
 
 
 
 
 

                             

                                                   
経常利益 ２,０７３百万円   前期比  ＋１,４５８百万円 ２３７.４％増益

７４４百万円   前期比   ＋３５７百万円  ９２.３％増益当期純利益  
 

   経常費用は、貸倒引当金繰入額が増加したものの、資金調達利回りの低下による資金調達費用の減少と経費

の削減、国債等債券や株式等の減損処理の大幅な減少により、前期比１,１５６百万円減少し、１１,０４８百

万円となりました。 

   その結果、経常利益は、前期比１,４５８百万円増益の２,０７３百万円、当期純利益は、前期比３５７百万

円増益の７４４百万円を計上することができました。 
 
 
 
 
 
 

 
 
                                 

コア業務純益 ２,３４１百万円  前期比   ＋１１２百万円   ５.０％増益

業務純益から一般貸倒引当金繰入と国債等債券損益を除いた、銀行本来の収益力を表すコア業務純益は、預

貸金利益の増加と有価証券利息配当金の増加により、資金利益が増益となったことと、経費の減少により、前

期比１１２百万円増益の２,３４１百万円となりました。 
     
  

【連 結】 
 

連結業績概況  

 
 

単体ベースの経営成績を主因とし、連結経常収益は前期比３０８百万円２.３％増収の１３,１９３百

万円、連結経常利益は前期比１,３６４百万円１９９.８％増益の２,０４７百万円、連結当期純利益は

前期比３１１百万円７５.５％増益の７２３百万円となりました。                        
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 株式会社 静岡中央銀行 

 自己資本比率の状況（国内基準）  １０％台後半と 高水準を堅持  

 
【 単体 】自己資本比率 １０.８２％ 基本的項目であるＴierⅠ比率 ９.５７％ 

 
【 連結 】自己資本比率 １０.８８％ 基本的項目であるＴierⅠ比率 ９.６２％ 

 
    自己資本比率は、単体で１０.８２％となり、基本的項目であるTierⅠのみでも、９.５７％と国内基準で

定められている４％の倍以上の高水準の自己資本比率を堅持しております。 
（単位：％） 

 
 22 年 3 月末 

【速報値】 21年3月末比 21年9月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末 

【単体】自己資本比率 10.82 △0.18 △0.04 11.00 10.86

 うち TierⅠ 9.57 △0.05 0.02 9.62 9.55

【連結】自己資本比率 10.88 △0.18 △0.03 11.06 10.91

 うち TierⅠ 9.62 △0.06 0.03 9.68 9.59

（注）「自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出しております。 
 
 
 

 不良債権の状況（単体）  不良債権比率は ２％台 と高い健全性を堅持 

 
リスク管理債権の総貸出金に占める割合は  ２．８４％ 前期比 0.13 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

 
金融再生法開示債権の総与信に占める割合は ２．８４％ 前期比 0.13 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

 
《 リスク管理債権 》 ※部分直接償却実施後  
   経営改善支援の推進や不良債権処理を積極的に進めた結果、リスク管理債権は１１，８０６百万円となり、

貸出金残高に占める割合は２.８４％（前期比０.１３ポイント増）となりました。また、「貸倒引当金」や

「担保・保証等」の保全によるカバー率は９１.４４％と高水準となっております。   
    （単位：百万円） 

 
     22 年 3 月末 

21年3月末比 21年9月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末 

破綻先債権 3,290 608 △17 2,681 3,307
延滞債権 7,293 △595 △535 7,888 7,829
３ヵ月以上延滞債権 190 58 36 131 154
貸出条件緩和債権 1,031 816 1,031 215 －

合  計  （Ａ） 11,806 888 514 10,917 11,291

  

貸出金残高（末残）（Ｂ） 414,680 13,065 2,745 401,614 411,935

（Ａ）／（Ｂ） 2.84% 0.13% 0.10% 2.71% 2.74%

  
貸倒引当金、担保・保証等   
に占める保全額（Ｄ） 10,796 140 △367 10,655 11,163

  保全率（Ｄ）／（Ａ） 91.44% △6.15% △7.42% 97.59% 98.86%
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 株式会社 静岡中央銀行 

《 金融再生法開示債権 》       
                              （単位：百万円） 

 
         22 年 3 月末 

21年3月末比 21年9月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末 

破産更生債権及びこれらに準
ずる債権 5,812 518 △283 5,293 6,095

危険債権 4,784 △499 △285 5,284 5,069

要管理債権 1,223 874 1,068 349 155

合  計  （Ａ） 11,820 893 499 10,927 11,320
  

総与信残高（末残） （Ｂ） 415,882 13,242 2,835 402,640 413,047

（Ａ）／（Ｂ） 2.84% 0.13% 0.10% 2.71% 2.74%
  

貸倒引当金、担保・保証等   
に占める保全額（Ｄ） 10,742 94 △433 10,648 11,176

保全率（Ｄ）／（Ａ） 90.88% △6.56% △7.83% 97.44% 98.71%

 

 

 

 預貸金の状況（単体）   

 
《 貸出金の状況 》 
 
貸出金残高 ４１４，６８０百万円  前期比 ＋１３，０６５百万円 ３．２％増加  

（ うち、中小企業等向け貸出比率は ９２．５％ ） 
    

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニーズに積極

的に対応すべく営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の貸出金残高は 前期比１３,０６５百万円３.２％増の４１４,６８０百万円となり、うち

中小企業等向け貸出金は、前期比１３,００５百万円３.５％増の３８３,８３３百万円となり、貸出金に占め

る割合は９２.５％となりました。 

（単位：百万円） 
 

 22 年 3 月末 
21年3月末比 21年9月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

貸出金残高 414,680 13,065 2,745 401,614 411,935

 うち中小企業等向け貸出金 383,833 13,005 1,071 370,828 382,762

 中小企業等向け貸出比率 92.56% 0.23% △0.35% 92.33% 92.91%

 うち消費者ローン残高 96,526 4,105 3,622 92,421 92,904

   

貸出金期中平均残高 408,329 9,765 4,159 398,564 404,169
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 株式会社 静岡中央銀行 

《 預金の状況 》 
 
預金残高 ４６８，７２６百万円  前期比 ＋１４，０４２百万円 ３．０％増加  
 （うち、個人預金 ３４９，３１５百万円 前期比 ＋１４，３９８百万円 ４．２%増加 ） 

 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開し、地域商店街等との連携による地域振

興を目的とした「お買物券付定期預金」の取扱いや、個人のお客様のニーズに合った商品の提供など、個人

預金を中心に積極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の預金残高は前期比 １４,０４２百万円 ３.０％増の４６８,７２６百万円となり、う

ち個人預金は前期比１４,３９８百万円４.２％増の３４９,３１５百万円となりました。 

 

（単位：百万円） 
 

 22 年 3 月末 
21年3月末比 21年9月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

預金残高 468,726 14,042 2,372 454,683 466,353

 うち個人預金 349,315 14,398 5,091 334,916 344,223

預金期中平均残高 463,540 12,399 2,457 451,141 461,083

 

 

 

 有価証券の状況（単体）   

 
《 有価証券評価損益 》     
 
有価証券評価損益（ネット）△４０２百万円    

             

   有価証券評価損益は△４０２百万円（評価益２,４９３百万円、評価損２,８９６百万円）となりました。 

（単位：百万円） 

22 年 3 月末 21 年 3 月末 

  

                 

     
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 △402 2,493 2,896 △5,710 1,258 6,969

株      式 108 2,139 2,030 △3,822 1,051 4,874 

債      券 272 343 71 △139 205 345

国    債 124 157 32 65 150 85

地 方 債 － － － － － －

 

社    債 147 186 39 △205 54 260

 

そ の 他 △783 10 794 △1,748 1 1,749

 
（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との差額を計上し

ています。 
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 （株）静岡中央銀行 平成 22 年 3月期決算短信 

 

平成 22 年 3 月期 決算短信        平成 22 年 5 月 14 日 
  

 

会 社 名 株式会社 静岡中央銀行      

(URL http://www.shizuokachuo-bank.co.jp)                  本社所在地都道府県 静岡県    

代   表    者  （役職名）取締役社長      （氏名） 奥田 一     
問合せ先責任者  （役職名）常務取締役経営管理部長 （氏名） 林 道弘    TEL：(055) 962－6113 
定時株主総会開催予定日  平成 22 年 6 月 29 日     配当支払開始予定日 平成 22 年 6 月 30 日 
有価証券報告書提出予定日 平成 22 年 6 月 29 日        特定取引勘定の設置の有無  無   
 

( 百万円未満、小数点第 1位未満は切り捨て) 
 

１．22 年 3 月期の連結業績（平成 21 年 4 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日） 

（１）連結経営成績                                            (％表示は対前期増減率) 

     経常収益 経常利益 当期純利益 

 

22 年 3月期 

21 年 3月期 

百万円

13,193
12,884

％

2.3
△6.8

百万円

2,047
682

％

199.8
△61.5

百万円 

723 
412 

％

75.5
△34.3

  
     1 株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総  資  産 
経常利益率 

経 常 収 益 
経常利益率 

 

22 年 3月期 

21 年 3月期 

円 銭 

30 13 
17 17 

円 銭

―
―

％

2.4
1.3

％ 

0.4 
0.1 

％

15.5
5.3

（参考）持分法投資損益 22 年 3 月期   －百万円   21 年 3 月期   －百万円 
 

（２）連結財政状態 

     
総資産 純資産 

自己資本比率 
（注 1） 

１株当たり純資産 
連結自己資本比率

（国内基準）（注 2）

 

22 年 3月期 

21 年 3月期 

百万円 

515,003 
492,041 

百万円

31,936
28,095

％

6.2
5.7

円  銭 

1,330 69 
1,170 64 

％

10.88
11.06

（参考）自己資本 22 年 3 月期  31,936 百万円  21 年 3 月期  28,095 百万円 

 (注 1)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

(注 2)「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出しております。 
 

（３）連結キャッシュ･フローの状況  

      営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期  末  残  高 

 

22 年 3月期 

21 年 3月期 

  百万円 

5,706 
1,745 

   百万円

    △7,226
   1,576

   百万円 

    △119 
△119 

   百万円

14,587
16,227

 
２．配当の状況  

1 株当たり配当金  

第 1 四半期末 第 2 四半期末 第 3 四半期末 期 末 年 間 

配当金総額
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率

（連結） 

 

21 年 3月期 

22 年 3月期 

円 銭 

― 
― 

円 銭 

2 50 
2 50 

円 銭

―
―

円 銭

2 50
2 50

円 銭

5 00
5 00

百万円 
120 
120 

％ 
29.1 
16.5 

％
0.4
0.3

23 年 3月期 

（予想） 
― 2 50 ― 2 50 5 00  15.3 

 
３．23 年 3月期の連結業績予想（平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日） 

(％表示は、通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率) 
 経常収益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第 2 四半期連結累計期間 6,415 △5.9 1,030 △15.5 420 12.6 17 50

通 期 12,470 △5.4 1,690 △17.4 780 7.8 32 50
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 （株）静岡中央銀行 平成 22 年 3月期決算短信 

４．その他  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの） 

   ① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

   ② ①以外の変更         無 

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  22 年 3 月期 24,000 千株  21 年 3 月期 24,000 千株 

② 期末自己株式数            22 年 3 月期    － 千株  21 年 3 月期    － 千株 

    

 

 

 

（参考）個別業績の概要 

 

１．22 年 3 月期の個別業績（平成 21 年 4 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日） 

（１）個別経営成績                                        (％表示は対前年増減率) 

     経常収益 経常利益 当期純利益 

 

22 年 3月期 

21 年 3月期 

百万円

13,122
12,819

％

2.3
△6.9

百万円

2,073
614

％

237.4
△63.8

百万円 

744 
386 

％

92.3
△30.0

  
     1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益

 
22年 3月期 

21年 3月期 

円  銭 

31 01 
16 12 

円  銭

―
―

 

（２）個別財政状態 

     
総資産 純資産 

自己資本比率 
（注 1） 

１株当たり純資産 
単体自己資本比率

（国内基準）（注 2）

 

22 年 3月期 

21 年 3月期 

百万円 

514,971 
492,022 

百万円

31,758
27,896

％

6.1
5.6

円  銭 
1,323 27 
1,162 34 

％

10.82
11.00

（参考）自己資本 22 年 3 月期 31,758 百万円  21 年 3 月期 27,896 百万円 

 (注 1)「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

(注 2)「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出しております。 

 

２．23 年 3 月期の個別業績予想（平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日） 

(％表示は、通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率) 

 経常収益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第 2 四半期累計期間 6,380 △6.0 1,040 △16.8 430 5.6 17 91

通 期 12,400 △5.5 1,710 △17.5 800 7.5 33 33

 

 

 

 

 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、今後様々な要因によって大き

く異なる結果となる可能性があります。 
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【 定性的情報・財務諸表等 】 
１．経営成績           
（１）経営成績に関する分析 

当期におけるわが国経済は、在庫調整の進展や内外の景気対策効果により、輸出や生産など、大手製造

業の一部に持ち直しの動きが見られ、企業収益も回復傾向を示してきております。ただし、中小企業を取

り巻く環境や、雇用情勢・所得環境は依然厳しい状況が続いている他、個人消費の低迷、物価の下落等、

経済環境は不透明感が混在した状況であります。 
当行の営業エリアである静岡県・神奈川県の地域経済におきましても、景況感に改善傾向が見られるも

のの、依然全国平均を下回る状況が続いております。 

このような状況下、当行は地域の皆さまやお取引先のご支援のもと、第 7 次中期経営計画【パワー

アップⅢ】の基本方針である「お客様中心主義」に徹し、地域金融機関の最大の使命である中小・零細

企業への資金繰り支援や経営改善支援をはじめ、地域金融機関としての役割を十分果たすべく、お客様

のニーズに的確に対応した金融サービスの提供、諸施策の推進に努めた結果、次のような成果を収める

ことができました。 
 

「 連結ベースの経営成績 」 
 

① 利益 
当期の連結経営成績は以下の単体の経営成績を主因とし、連結経常収益は１３,１９３百万円、連結経

常費用は１１,１４５百万円となりました。その結果、連結経常利益は２,０４７百万円となり、連結当期

純利益は７２３百万円となりました。 

 

② 通期の見通し 

平成２３年３月期通期の連結の業績は、経常収益１２,４７０百万円、経常利益１,６９０百万円、当期

純利益７８０百万円を見込んでおります｡ 

 
「 単体の経営成績 」 

 

① 預金・貸出金 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開し、地域商店街等との連携による地域

振興を目的とした「お買物券付定期預金」の取扱いや、個人のお客様のニーズに合った商品の提供など、

個人預金を中心に積極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の預金残高は前期比 １４,０４２百万円 ３.０％増の４６８,７２６百万円となり、

うち個人預金は前期比１４,３９８百万円４.２％増の３４９,３１５百万円となりました。 

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニーズに

積極的に対応すべく営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の貸出金残高は 前期比１３,０６５百万円３.２％増の４１４,６８０百万円となり、

うち中小企業等向け貸出金は、前期比１３,００５百万円３.５％増の３８３,８３３百万円となり、貸出

金に占める割合は９２.５％となりました。 
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② 利益 

経常収益は、本業が堅調に推移した他、有価証券利息配当金や株式売却益が増加したこと等により、前

期比３０２百万円２.３％増収の１３,１２２百万円となりました。 

    経常費用は、貸倒引当金繰入額が増加したものの、資金調達費用や有価証券の減損処理が減少したこ 

と等により、前期比１,１５６百万円９.４％減少の１１,０４８百万円となりました。 

その結果、経常利益は前期比１,４５８百万円２３７.４％増益の２,０７３百万円、当期純利益は特別

損失に固定資産減損損失５８６百万円を計上しましたが、前期比３５７百万円９２.３％増益の７４４百

万円と、増収・増益決算となりました。 

 

③ 通期の見通し 

平成２３年３月期通期の単体の業績は、経常収益１２,４００百万円、経常利益１,７１０百万円、当期

純利益８００百万円を見込んでおります。 

 
（２）財務状態に関する分析 

営業活動によるキャッシュ・フローは、預金の増加等により５,７０６百万円となり、投資活動による

キャッシュ・フローは、有価証券の売却や償還による収入の減少等により△７,２２６百万円となり、財

務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払により△１１９百万円となりました。 

 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、地域金融機関として長期に亘り堅実且つ効率的な経営の維持に

努め、経営基盤の拡充、内部留保の充実と安定的な配当の継続を基本方針としております。 

この方針に沿い、当期につきましては１株当たり 5 円００銭の配当を決定しました。 
 
２．企業集団の事業の内容       

当行グループは、当行及び連結子会社３社（静岡中央信用保証（株）、岳洋産業（株）、富士ビジネスサ

ービス（株））で構成され、銀行業務を中心に信用保証業務等の金融サービスを提供しております。 

なお、富士ビジネスサービス（株）は、平成２２年３月３１日に解散しております。 
 
企業集団の事業系列図 

                        本店及び支店４２ヶ店（内出張所３ヶ店） 

   株式会社 静岡中央銀行   国内           静岡中央信用保証（株）［信用保証業］ 

                        子会社   岳洋産業（株）［不動産管理賃貸業］ 

                              富士ビジネスサービス（株）［メール等業務］ 

                                               〈平成２２年３月３１日解散〉 

 

３．経営方針 
（１）当行の経営の基本方針 

当行は、｢堅実で健全な経営｣を経営の基本理念に掲げ、“お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝  

く銀行”を目指しており、お客様の目線に立ったＣＳを徹底し、お客様中心主義の経営を実践することに

より、良質な資産の積上げと安定的な収益基盤の構築に努め、健全性と収益性のバランスのとれた成長を

図ることに努めております。  
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 （２）目標とする経営指標 
平成２２年４月よりスタートした【第８次中期経営計画『ＴＲＹ』～改革と前進～（２２年４月～２４

年３月の２年間）】において、目標とする経営指標を掲げております。目標とする収益性指標として、「基

礎的利益９２億円」、「コア業務粗利益１０２億円」、「コア業務純益３３億円」を掲げております。また、

効率性指標として、「ＯＨＲ６０％台」、健全性指標として、「自己資本比率１１％台」、「不良債権比率２％

台」を目指しております。  

 
（３）中長期的な当行の経営戦略 
   平成２２年４月よりスタートした【第８次中期経営計画『ＴＲＹ』～改革と前進～（２２年４月～２４

年３月の２年間）】では、当行の経営理念である「堅実で健全な経営」のもと、目指す銀行像を「お客様・

地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行」とし、地域金融機関として、お客様中心主義の姿勢でお客様

のニーズに合ったサービスを提供し、地域社会への貢献度を高め、「信頼されるいきいき輝く銀行」を目

指しております。 

 

 
目指す銀行像 【 お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行 】 
基 本 方 針 「お客様中心主義の定着とステップアップ」 

行 動 指 針 「改革と前進」 

基 本 戦 略 ① お客様目線での行動改革 ② 人材の育成と組織力強化 

              ③ 活力ある営業体制の確立 ④ 安定的収益基盤の構築 
⑤ 経営の効率化      ⑥ 地域密着型金融の推進と金融円滑化対応 
⑦ 法令等遵守・リスク管理態勢の強化 

 

 
基本方針である「お客様中心主義の定着とステップアップ」のもと、お客様のニーズに合った商品・サ

ービスを提供することにより、お客様や地域の皆さまとのリレーションシップをより強固にし、地域金融

機関としての役割を十分果たせるよう役職員一丸となって努めていく所存でございます。 

 

（４）当行の対処すべき課題 

経営環境が厳しさを増すなか、収益力の増強や健全性の確保は勿論のこと、従来以上に新しい時代に適

応した経営体質の構築が求められております。 

この経営課題に対処すべく、これまで築きあげてきたお客様や地域の皆さまとのリレーションシップを

より強固なものとし、時代の変化に迅速に対応した金融サービスの充実と提供を図り、地域金融機関

としての役割を十分果たしていけるよう、役職員一丸となって取り組んでおります。  
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４
 
．連結財務諸表 

（１）【 連結貸借対照表 】 
 （単位：百万円）   

 

科   目 

 

前連結会計年度 

（平成 21 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

(平成 22 年 3月 31 日) 

    ( 資産の部 ) 

 現金預け金 

 コールローン及び買入手形 

 有価証券 

 貸出金 

 その他資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 繰延税金資産 

 支払承諾見返 

貸倒引当金 

20,754 

― 

56,462 

401,614 

1,378 

9,662 

663 

4,790 

723 

△4,010 

 

20,178 

― 

69,412 

414,680 

1,461 

8,830 

580 

2,461 

873 

△3,475 

資産の部合計 492,041 515,003 

     ( 負債の部 ) 

 預金 

 借用金 

 その他負債 

 賞与引当金 

 役員賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

睡眠預金払戻損失引当金 

偶発損失引当金 

 再評価に係る繰延税金負債 

支払承諾 

 

453,658 

― 

4,680 

468 

40 

1,488 

518 

13 

88 

2,265 

723 

 

467,695 

4,400 

5,339 

457 

52 

1,494 

403 

15 

250 

2,085 

873 

負債の部合計 463,945 483,066 

     ( 純資産の部 ) 

(株主資本) 

資本金 

 資本剰余金 

 利益剰余金 

株主資本合計 

(評価・換算差額等) 

その他有価証券評価差額金 

  土地再評価差額金 

 評価・換算差額等合計 

 

 

2,000 

0 

26,084 

28,086 

 

△3,483 

3,492 

9 

 

 

2,000 

0 

26,969 

28,970 

 

△245 

3,211 

2,966 

純資産の部合計 28,095 31,936 

負債及び純資産の部合計 492,041 515,003 
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（２）【 連結損益計算書 】 

                                          （単位：百万円） 
 

科   目 

 

前連結会計年度 

（平成 21 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度  

(平成 22 年 3月 31 日) 

経常収益 12,884 13,193 

資金運用収益 

（うち貸出金利息） 

（うち有価証券利息配当金） 

役務取引等収益 

その他業務収益 

その他経常収益 

10,996 

（10,162）

（799）

913 

317 

658 

10,836 

（9,933）

（886）

898 

350 

1,107 

経常費用 12,201 11,145 

  資金調達費用 

（うち預金利息） 

役務取引等費用 

その他業務費用 

営業経費 

その他経常費用  

1,647 

（1,645）

720 

1,136 

7,368 

1,329 

1,414 

（1,408）

741 

67 

7,332 

1,589 

経常利益 682 2,047 

特別利益 

 固定資産処分益 

貸倒引当金戻入益 

償却債権取立益 

その他の特別利益 

 特別損失 

  固定資産処分損 

  減損損失 

  その他の特別損失 

6 

0 

― 

6 

― 

88 

88 

― 

0 

21 

― 

― 

21 

0 

670 

43 

586 

41 

税金等調整前当期純利益 600 1,398 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

法人税等合計 

52 

136 

188 

596 

79 

675 

当期純利益 412 723 
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（３）【 連結株主資本等変動計算書 】   

（単位：百万円）    

81

81

81

前連結会計年度
(自 平成20年 4月 1日

　至 平成21年 3月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年 4月 1日

　至 平成22年 3月31日)

株主資本

　資本金

　　前期末残高 2,000 2,000
　　当期変動額

　　　当期変動額合計 － －
　　当期末残高 2,000 2,000
　資本剰余金

　　前期末残高 0 0
　　当期変動額

　　　当期変動額合計 － －
　　当期末残高 0 0
　利益剰余金

　　前期末残高 25,792 26,084
　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △120 △120
　　　当期純利益 412 723
　　　土地再評価差額金の取崩 － 2
　　　当期変動額合計 292 884
　　当期末残高 26,084 26,969
　株主資本合計

　　前期末残高 27,794 28,086
　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △120 △120
　　　当期純利益 412 723
　　　土地再評価差額金の取崩 － 2
　　　当期変動額合計 292 884
　　当期末残高 28,086 28,970
評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

　　前期末残高 △154 △3,483
　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,329 3,237
　　　当期変動額合計 △3,329 3,237
　　当期末残高 △3,483 △245
　土地再評価差額金

　　前期末残高 3,512 3,492
　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19 △281
　　　当期変動額合計 △19 △281
　　当期末残高 3,492 3,211
　評価・換算差額等合計

　　前期末残高 3,358 9
　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,348 2,956
　　　当期変動額合計 △3,348 2,956
　　当期末残高 9 2,966
純資産合計

　　前期末残高 31,152 28,095
　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △120 △120
　　　当期純利益 412 723
　　　土地再評価差額金の取崩 － 2
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,348 2,956
　　　当期変動額合計 △3,056 3,841
　　当期末残高 28,095 31,936
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（４）【 連結キャッシュ・フロー計算書 】 

    （単位：百万円）    

 

 

 

前連結会計年度 

（平成 21 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

(平成 22 年 3月 31 日) 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金等調整前当期純利益 

   減価償却費 

   減損損失 

      貸倒引当金の増減（△） 

     賞与引当金の増減額（△は減少） 

   役員賞与引当金の増減額（△は減少） 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 

睡眠預金払戻損失引当金の増減額（△は減少）

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 

   資金運用収益 

   資金調達費用 

   有価証券関係損益(△) 

   固定資産処分損益(△は益) 

   貸出金の純増(△)減 

預金の純増減(△) 

借用金の純増減（△） 

     預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 

     コールローン等の純増(△)減 

   資金運用による収入 

   資金調達による支出 

   その他 

      小計 

   法人税等の支払額 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 

   有価証券の売却による収入 

   有価証券の償還による収入 

   有形固定資産の取得による支出 

   有形固定資産の売却による収入 

   無形固定資産の取得による支出 

   投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

   配当金支払額 

   少数株主への配当金支払額 

    財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 

 

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 

 

 

600 

554 

― 

△1,084 

△6 

△5 

△42 

△117 

△1 

67 

△10,996 

1,647 

1,301 

88 

△12,222 

8,889 

― 

1,730 

3,000 

10,928 

△1,308 

△251 

2,771 

△1,025 

1,745 

 

 

△60,501 

43,893 

19,544 

△1,122 

189 

△427 

1,576 

 

 

△119 

― 

△119 

 

3,201 

 

13,025 

 

16,227 

 

1,398 

631 

586 

△535 

△11 

12 

6 

△115 

2 

162 

△11,004 

1,414 

△760 

43 

△13,065 

14,036 

4,400 

△1,063 

― 

10,951 

△1,343 

△22 

5,722 

△16 

5,706 

 

 

△55,386 

38,165 

10,339 

△384 

157 

△117 

△7,226 

 

 

△119 

― 

△119 

 

△1,640 

 

16,227 

 

14,587 
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【継続企業の前提に関する注記】 

   該当事項はありません 
 
【連結財務諸表作成のため 基本となる重要な事項】 

１．連結の範囲に関する事項 

保証株式会社  岳洋産業株式会社  富士ビジネ ービス株式会社 

士ビジネスサービス株式会社は、平成２２年３月３１日 散しております。 

２．持分

  

３．

算日は次のとおりであります。 

（ 及び評価方法 

その他有価証券のうち時価のあるものについて 結決算日の市場価格

法により算定）、時価を把 とが極めて困難と

動平均法による原価法により行っておりま 、その他有価証券の評

産直入法により処理しております。 

償却の方法 

リース資産を除く） 

だし、平成１０年４月１日 た建物（建物附属

用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

～ ３９年 

    ～   ６年 

ついては、資産の見積耐 基づき、主として定額

 ） 

     無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用の ェアについては、当行

用可能期間（５年）に基づいて おります。 

 

 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の おり計上しております。 

営破綻の事実が発生している債務者 「破綻先」という。）

者（以下、「実質破綻先」と 債権については

なお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻

に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と

の

（1）連結子会社 ３社 

静岡中央信用 スサ

（注）富 に解

（2）非連結子会社 

    該当ありません。 

法の適用に関する事項 

  該当ありません。 

連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社の決

    ３月末 ３社 

４．会計処理基準に関する事項 

1）有価証券の評価基準

有価証券の評価は、 は連 等に基づ

く時価法（売却原価は主として移動平均 握するこ 認められ

るものについては移 す。なお 価差額に

ついては、全部純資

（2）減価

①有形固定資産（

当行の有形固定資産は、定率法（た 以後に取得し 設備を

除く。）については定額法）を採

          建 物      ３４年

          その他        ５年

連結される子会社の有形固定資産に 用年数に 法により

償却しております。 

   ②無形固定資産（リース資産を除く

ソフトウ

並びに連結される子会社で定める利 償却して

   ③リース資産 

該当ありません 

 （3）貸倒引当金の計上基準 

と

破産、特別清算等法的に経 （以下、 に係る債

権及びそれと同等の状況にある債務 いう。）に係る 、以下の
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認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が 結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は９１０百万円であります。 

（4）投資損失引当金の計上基準 

当行の投資損失引当金 投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案

して必要と認められる額を計上しております。 

（5）賞与引当金の計上基準 

       賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

  （6）役員賞与引当金の計上基準 

     役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当

連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

（7）退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費

用処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務   発生年度に一時費用処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

針の変更） 

計年 「「退職給付 る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計会計基準第１

２０ １日）を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当連結会計年度の連結

財務諸表に与える影響はありません。

（8）役員退職慰労引当金の計上基準 

  役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退 労金の支 

給見積額のう 結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

（9）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

当行の睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備え

るため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認められる額を計上しております。 

  （10）偶発損失引当金 

     当行の偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度が開始されたことに伴い信用保証協会へ 

の負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。  

  （11）外貨建資産・負債の換算基準 

     当行の外貨建資産・負債勘定は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  （12）リース取引の処理方法 

当行並びに連結される子会社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

査定

は、

 

 

          

（会計方

当連結会 度末から に係

９号平成 年７月３

 

職慰

ち、当連
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平成２０年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会

計

  （13

    等は当連結会計年度の費用に計上しております。 

５ 評価に関する事項 

    連

 ６．連  

  算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金

 
【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

（固定資産の減損に関する資産のグルーピングの方法） 

固定資産の減損に係る会計基準の適用に当たり、従来稼動資産については、営業店を基礎とし、キャ

ッシュ・フローの相互補完性に基づいた一定の地域等（エリア）をグルーピングの単位としておりまし

たが、平成２１年４月より営業店をグルーピングの単位（ただし、出張所等の母店との相互関係が強い

店舗は母店と一緒にグルーピング）とすることに変更しました。この変更は、各営業店別のキャッシュ・

フローをより精緻に把握することにより、収益管理がより厳格化できたため変更となったものです。 

り、当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。 

地域    静岡及び神奈川県内 

主な用途  営業用店舗１０物件 

種類    土地及び建物 

減損金額  ５８６百万円 

        （うち土地 ４７１百万円、建物 １１４百万円） 

 
【注記事項

（連

１ 除く）   該当ありません 

２．

       り元

として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行

った

９

る

権額は１９０百万円であります。 

債権に該当しないものであります。 

 ４． 貸

    

処理によっております。 

）消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社の消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）の会計処理は、税抜

方式によっております。 

  ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税

．連結される子会社の資産及び負債の

結される子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計

及び日本銀行への預け金であります。 

これによ

】 

結貸借対照表関係） 

． 関係会社の株式総額（連結子会社の株式を

 貸出金のうち破綻先債権額は３,２９０百万円、延滞債権額は７,２９３百万円であります。 

なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第

７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている

貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 ３． 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債

    なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞

出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,０３１百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
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の 権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

滞債権に該当しないものであります。 

５． 破

万

金融取引として処理しております。これにより受

う方法で

金額は５,８６２百万円であります。 

      

          有価証券            ６,８１８百万円 

      その他の資産       ２２百万円 

         担保資産に対応する債務 

           預金                  ４５７百万円 

      借用金        ４,４００百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券６,３２１百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は１９５百万円であります。 

８． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契

約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１９,７１３百万円であります。このうち原契約

期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１７,０４８百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社が実行申

受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま

に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎

契約の見直し、与信保全上の

   月日  平成１０年３月３１日 

事業用土地について算出

 

12．

支払猶予、元本の返済猶予、債

延滞債権及び３ヵ月以上延

綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１１,８０６百

円であります。 

        なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

６． 手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保とい

自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面

  ７． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

    担保に供している資産 

 

し込みを

た、契約時において必要

に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて

措置等を講じております。  

９． 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しており

ます。 

   再評価を行った年

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１日

公布政令第１１９号)第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、当該

した地価税の課税価格に合理的な調整を行って算出。 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  ３,０９２百万円 

 10． 有形固定資産の減価償却累計額           ５,２６８百万円

 11． 有形固定資産の圧縮記帳額              １５３百万円 

 １株当たりの純資産額                 １,３３０円６９銭 
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 13． 対する金銭債権総額 

 14． 監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額 

 

  

 当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に

該当ありません 

 当行の取締役及び

     該当ありません 

15． 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。  

       退職給付債務                           △２,５１４百万円                   

          年金資産（時価）                               ９１５百万円 

            未積立退職給付債務                          △１,５９９百万円 

の差異                         １７９百万円            未認識数理計算上  

          △１,４１９百万円 

        ７５百万円 

                          △１,４９４百万円 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他の経常費用」には、貸倒引当金繰入額８５４百万円、株式等売却損２５１百万円及び株式等償却

１３５百万円を含んでおります。 

２．「特別損失」には、減損損失５８６百万円を含んでおります。 

３．１株当たり当期純利益金額  ３０円１３銭 
 
（

１． 株) 

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数 

連結貸借対照表計上額の純額        

前払年金費用          

退職給付引当金

 

連結株主資本等変動計算書関係） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項       (単位：千

 
前連結会計年度末 当連結会計年度  当連結会計年度  当連結会計年度末

摘要 

発行済株式   
 普通株式 24,000 ― ― 24,000 
 種類株式 ― ― ―  

合計 24,000 ― ― 24,000 
自己株式   
 普通株式 ― ― ― ― 
 種類株式 ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― 
２． に関する事項 

    

３. 配当に関する事項 

（百万円） （円） 

新株予約権及び自己新株予約権

該当ありません 

（1）当連結会計年度中の配当金支払額 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額 １株当たりの金額

基準日 効力発生日 

平成21年6月26日 普通株式 60 2.5 平成21年3月31日 平成21年6月29日 定時株主総会 
平成21年11月13日 
取締役会 普通株式 60 2.5 平成21年9月30日 平成21年12月7日  
 合計  120   
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となる

もの 
配当金の総

(決議) 株式の種類 
額（百万円）

配当の原資
の金額(円)

基準日 効力発生日 
１株当たり

平成22年6月29日 その他利益
1 日 平成 22 年 6 月 30 日

定時株主総会 
普通株式 60

剰余金 
2.5 平成 22 年 3 月 3

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当行グループは、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。このため、
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金 な影響等が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っており、

そのリスク 

に対する貸出金であり、契約不履

進目的で保有しており

の変動リスクに晒され

一方、 ります。 

（3）金融商品に係

① 信用リスク

当行グループでは、従来から審査部門である融資部と推進部門である営業推進部が独立した組織とな

っており、相互牽制機能が働く体制を確保するとともに、「信用リスク管理規程」を制定し、当行与信

の価値向上を実現するために必要な信用リスク管理の枠組みを定め、信用リスク管理重視の審査体制や

大口貸出、特定業種への偏重を避ける体制整備など適切な審査及びリスク管理を実施しております。 

一方、信用リスク管理の高度化を図るた 「信用格付制度」を導入し、信用リスクの計量化を行いリ

スクデータの整備・充実を図るとともに、信用リスク管理に客観性・統一性を持たせております。審査

融資部による融資担当役席向け、初級・中堅行員向け等階層別研修の

また、資産 し ついて

制を整備しており、適正な資産査定を実施しております。 

リスク管理 

ープでは、 部が市場関連リスクを担当して り、リスク スを保ちながら安

を確保する堅実 用をしております。管理体制に いては、毎月開 れるＡＬＭ委員会

に 、検討・分析を行う体制とし、基本方針の決定や運用 する管理は取 会において行われ

部署と綿密に連携し、厳格な資金繰り管理を実施しております。

管理 いて し、検 を行う体 おり

に備えて速やかに対処できるよう緊急時の対応策を整備するなど、適切な措置を講

ます。 

（

品の時価には、市場 づく価額のほか、 がない場合には合理的に算定された価

額が含ま おります において 件等を採用 いるため

た 価額が異 こ ます。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成２２年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難とみられる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注

２）参照）。 

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 

利変動による不利

リスクのバランスを保ちながら安定的な収益を確保する堅実な運用をしております。 

（2）金融商品の内容及び

当行グループが保有する金融資産は、主として営業区域内のお客様

行によってもたらされる信用リスクに晒されています。 

また、有価証券は主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的及び事業推

ます。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格

ています。 

金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されてお

るリスク管理体制 

管理 

め

能力の向上については、人事部・

実施や、審査グループ職員の外部研修への参加等により審査能力の向上に努めております。 

査定において独立 た与信監査部により、自己査定や償却・引当状況に 監査機能が

十分働く体

② 市場関連

当行グル 資金証券 お のバラン

定的な収益 な運 つ 催さ

報告し に対 締役

ております。 

③ 流動性リスク管理 

当行グループでは、資金証券部が関連

体制につ は、市場関連リスク同様ＡＬＭ委員会に報告 討・分析 制となって

ます。 

また、不測の事態

じており

4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商 価格に基

該価格の算定

市場価格

定の前提条れて 。当 は一 して 、異なる前提

条件等によっ 場合、当該 なる ともあり

- 15 - 



 （株）静岡中央銀行 平成 22 年 3月期決算短信 

 ） 

連結貸借対 
照表計上額 

時 価 差 額 

                                （単位：百万円

 

（1）現金預け金 20,178 20,178 － 
（2）有価証券  
   その他有価証券 68,095 68,095 － 
（3）貸出金 414,680  
    貸倒引当金（＊１） △3,467  
 411,212 416,073 4,860 

資産計 513,686 518,546 4,860 
（ 467,695 468,722 1,027 1）預金 
（2）借用金 4,400 4,400 － 

負債計 483,066 484,094 1,027 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

 

（注１） 算定方法 

資 

金融商品の時価の

産

（1）現金預

 

（2）有価証

たが、

昨今の市

計上額としております。こ

て連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は２２０百万円増

加、

く割引率を用いて割り引くことにより算定しており、主たる価格決定変数は、国

りのボラティリティであります。 

（3）貸出金

とから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類ごとに、

元利金の

短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

 

負 債

け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある預け金についても、重要性が乏しいため、当該帳簿価額を時価としております。

券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

投資信託は、公表されている基準価格によっております。 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって連結貸借対照表計上額としておりまし

場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当連

結会計年度末においては、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表

れにより、市場価格をもっ

「繰延税金資産」は８５百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は１３４百万円増加しておりま

す。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来のキャッシュ・フロ

ーを、同利回りに基づ

債の利回り及び同利回

 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似し

ているこ

合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりま

す。なお、残存期間が

簿価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないもの

については、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた

め、帳簿価額を時価としております。 

（

ついては、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしておりま

キャッシュ･フローを割り引いて現

ておりま

1）預金 

要求払預金に

す。また、定期預金の時価は、預金の種類ごとに区分して、将来の

在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用い
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す。なお、残 期間が短期間（１年 は、時価 額と近似し から、当該帳

ております。 

（

間が短期間（ 内）であり、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳 時価としております。

 

（注 することが極めて困難と認めら 融商品は次の あり、金融商 時価情報の

（単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 

存 以内）のもの は帳簿価 ていること

簿価額を時価とし

2）借用金 

借用金については、約定期 ４ヵ月以

簿価額を  

２）時価を把握 れる金 とおりで 品の

「資産(2)その他有価証券」には含まれておりません。 

区 分 
非上場株式（＊１） 1,131
組合出資金（＊２） 185

合 計 1,317

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるも

ので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

（注３ 定額 

     

 

）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予

                                   （単位：百万円） 

 1 年以内 1 年超 
3 年以内 

3 年超 
5 年以内 

5 年超 
7 年以内 

7 年超 
10 年以内 

10 年超 

預け金 12,495 ― 1,000 ― ― ―
有価証券   
そ

ち

の他有価証券のう

満期があるもの 

2,502 4,950 4,073 3,357 25,877 506

貸出金（＊） 284,908 42,277 20,241 12,039 23,668 846
合 299,907 47,227 25,315 15,396 49,546 1,353計 

（＊）貸出金のうち、償還予定額が

 

（注４ 定額 

                                 （単位：百万円） 

 
3 年以内 5 年以内 7 年以内 10 年以内 

見込めない 2,666 百万円、期間の定めのないもの 28,033 百万円は含

めておりません。 

）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予

       

1 年以内 1 年超 3 年超 5 年超 7 年超 10 年超 

預金（＊） 402,542 48,817 16,335 ― ― ―
借用金 4,400 ― ― ― ― ―

合計 406,942 48,817 16,335 ― ― ―

（

 
（追加情  

  

および「 針」（企業会計基準適用指針第１９号平成２０年３月１

０日）を適用しております。 

この変更による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。 

（有価証

  

１．売買

 

＊）預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。 

報）

当連結会計年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号平成２０年３月１０日）

金融商品の時価等の開示に関する適用指

  

 
券関係） 

連結貸借対照表の「国債」「地方債」｢社債｣「株式」「その他の証券」が含まれます。 

目的有価証券（平成２２年３月３１日現在） 

該当ありません 
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２．満 月３１日現在） 

ん 

３．その

 貸借対照表 
計上額 

取得原価 差額 

期保有目的の債券（平成２２年３

該当ありませ

他有価証券（平成２２年３月３１日現在）                （単位：百万円） 

  種類 連結

株式 9,056 6,916 2,139
債券 21,826 21,482 343
 国債 13,440 13,283 157
 地方債 － － －
 社債 8,199 1868,385
その他 3,503 103,514

連結貸借対照表計
上額
超えるもの 

小計 6 31,903 2,493

が取得原価を

34,39
株式 1 14,452 △2,0302,421
債券 15, 15,444 △71372
 国債 1 13,540 △323,508連結貸借対照表計
 地方債 － － －
 社債 1,864 1,903 △39

上額が取得原価を
超えないもの 

その他 5,903 6,697 △794
小計 33,698 36,594 △2,896

合計 68,095 68,497 △402

（注）非上 円）については、

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

    該当ありません 

５． 年度中に売却したそ 他有価証券（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

百万

額 合計 合計額 

場株式（連結貸借対照表計上額 1,131 百万円）及びその他の証券（同 185 百万

市

当連結会計 の

（単位： 円） 

 売却 売却益の 額 売却損の
株式 6,087 1,033 251
債券 27,600 337 5
 国債 26,068 325 3
 地方 705 2 －債 
 社債 826 9 2
その他 293 13 －
合計 33,981 1,383 257

６．保有目的を変更した有価証券 

該当ありません 

７． った有価証

その 証券で時価 のの 該有 時価が取 価に比べ く下落し り、

って連結貸借対

するとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）

た」と判断するための基準は、時価の下落率が簿価の５０％以上である場

ります。また、時価の下

落率が３０％以上５０％未満である場合は回復可能性の判定を行い、減損処理を行っております。 

  

 
 

減損処理を行 券 

他有価 のあるも うち、当 価証券の 得原 著し てお

時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をも

照表計上額と

しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、株式等償却１３５百万円であります。 

また、時価が「著しく下落し

合は、時価が「著しく下落した」ときに該当することとして減損処理を行ってお

 

（金銭の信託関係） 

 該当ありません 
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５．個別
 
 （

（単位 円） 
 

科   目
 

前事業年
（平成 21年 3 ） 

事業年度 
年 3月 31 日)

財務諸表 

１）【 貸借対照表 】 

：百万

 
度 
月 31 日

当
(平成 22  

  

 現

    現金 

  預け金 

 コールローン 

 買

 買

 商品有価証券 

 金銭の信託 

 有価証券 

 

  地方

  社債 

  株式

  証書貸付 

  座貸越 

 外  

 そ 産 

  替貸 

  

   

  の資産 

  建物 

  土

  そ

 無形固定資産 

  

  

 繰延税

 再評価 金資産 

支払

貸倒

 一般貸倒引当金 

 

投

54 

430 

24 

― 

― 

― 

― 

― 

12 

5,608 

14,978 

401,614 

4,031 

337,063 

― 

1,135 

52 

53 

378 

651 

9,553 

1,708 

6,887 

161 

663 

4,790 

― 

△1,511 

20,

6

10,250 

22,959 

414,680 

5,862 

41 

1,103 

38 

4

8,721 

1,589 

6,417 

104 

579 

2,461 

― 

873 

△1,401 

 

178 

6,682 

13,495 

― 

― 

― 

― 

― 

9,762 

  ( 資産の部 ) 

金預け金 

入手形 

入金銭債権 

20,7

8,

12,3

56,8

 国債 

債 

 

24,086 

― 

26,948 

― 

  その他の証券 12,138 9,604 

 貸出金 

  割引手形 

  手形貸付 32,548 29,349 

351,326 

28,1

― 

52 

15 

596 

27,971 当

国為替

の他資

未決済為

前払費用 

未収収益

その他

  有形固定資産 

地 

  建設仮勘定 

の他の有形固定資産 

ソフトウェア 

その他無形固定資産 

金資産 

に係る繰延税

794 

622 

40 

611 

540 

39 

承諾見返 723 

引当金 

個別貸倒引当金 

資損失引当金 

△3,697 

△2,185 

△330 

△3,058 

△1,657 

△331 

資産の部合計 492,022 514,971 
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（単位：百万円） 

 
科   目 

 

前事業年度 
（平成 21 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
(平成 22 年 3月 31 日) 

     ( 負債の部 ) 

 預金 

  当座預金 

 

金 

 

ネー 

債 

人税等 

金 

備金 

負債 

金 

引当金 

当金 

 

負債 

の引当金 

延税金負債 

 

4

1

1

3,0

9

273,7

8,0

1,6

1,5

1,4

2,

 

4

1

1

2,9

9

289,6

7,4

1,4

1,5

1,4

2,

  普通預金 

  貯蓄預金 

  通知預金

  定期預金 

  定期積金 

  その他の預

 譲渡性預金

 コールマ

 売渡手形 

 借用金 

 その他負

  未決済為替借 

  未払法

  未払費用 

  前受収益 

  従業員預り

  給付補てん

  その他の

 賞与引当金 

 役員賞与引当金 

退職給付引当

役員退職慰労

睡眠預金払戻損失引

偶発損失引当金

繰延税金

特別法上

 再評価に係る繰

支払承諾 

54,683 

6,647 

50,620 

36 

62 

38 

44 

33 

― 

― 

― 

― 

3,835 

98 

16 

1,399 

493 

215 

13 

98 

468 

40 

88 

518 

13 

88 

― 

― 

265 

723 

68,726 

6,077 

50,252 

18 

82 

02 

68 

24 

― 

― 

― 

4,400 

4,454 

86 

597 

1,561 

475 

216 

14 

02 

457 

52 

94 

403 

15 

250 

― 

― 

085 

873 

負債の部合計 464, 483,125 212 

     ( 純資産の部 ) 

(株主資本) 

資本金 

 資本剰余金 

 

 

2,000 

0 

25,885 

2,000 

23,884 

1,000 

2,750 

19,558 

 

 

2,000 

0 

26,791 

2,000 

24,790 

1,000 

2,750 

19,808 

 利益剰余金 

  利益準備金 

  その他利益剰余金 

   役員退職積立金 

   有 備積立金 価証券償却準

   別途積立金 

     繰越利益剰余金 

 株主資本合計 

(評価・換算差額等) 

その他有価証券評価差額金 

  土地再評価差額金 

 評価・換算差額等合計 

576 

27,886 

 

△3,483 

3,492 

9 

1,232 

28,792 

 

,211 

,966 

△245 

3

2

純資産の部合計 27,896 31,758 

負債及び純資産の部合計 492,022 514,971 
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（２）【 損益計算書 】 

 ） 

科   目 
前事業年度 

（平成 21 年 3 月 3
当事業年度  

(平成 22 年 3月 3

    （単位：百万円

 

 1 日） 1 日) 

経常収益 12,819 13,122 

資金運用収益 
息 
利息配当金 
ーン利息 
利息 

受入利息 
益 

替手数料 
の役務収益 

業務収益 
券売却益 

益 
益 

収益 
却益 

益 

1
10,

8
4
38
3

1
9,

8
4

1,

貸出金利
有価証券
コールロ
買入手形
預け金利息 
その他の

役務取引等収
 受入為
 その他
その他
 国債等債
 国債等債券償還
 その他の業務収
その他経常
 株式等売
 金銭の信託運用益 
 その他の経常収

0,997 
162 
800 
23 
― 
11 
0 
46 
65 
0 
17 

317 
― 
― 
659 
575 
― 
83 

0,837 
933 
887 
8 

― 
7 
0 
26 
36 

390 
350 
350 
― 
― 

1,108 
033 
― 
75 

経常費用 1 12,205 1,048 

  資金調達費用 

利息 

 

料 
務費用 

債券消却 
 その  
営業経費 

当金繰入額 
金償却 

却損 
 

経常費用 

1,
1,6

7
1
6

1,1

7,338 
1,303

―

29

1,
1,4

7

6

7,309 
1,454
720

25

預金利息 
コールマネー
借用金利息 
その他の支払利息

役務取引等費用 
 支払為替手数
 その他の役
その他業務費用 
 国債等債券売却損 
 国債等債券償還損 
 国債等

他の業務費用 

その他経常費用 
 貸倒引
 貸出
 株式等売
 株式等償却
 その他の

650 
48 
0 

― 
1 
76 
45 
30 
36 
90 
516 
529 
― 

 
 

― 
1 

766 
245 

417 
10 
0 
5 
1 
99 

140 
58 
67 
5 

61 
― 
― 

 
 

13 
1 

135 
333 

経常利益 614 2,073 

特別利益 
 固定資産処分益 
貸倒引当金戻入益 

 
 

88 43

償却債権取立益 
その他の特別利益 

 特別損失 
  固定資産処分損 
 減損損失 

  その他の特別損失

46 
0 

41 
5 

― 
88 

 
― 
0 

16 
― 
― 
16 
― 
672 

 
586 
42 

税引前当期純利益 572 1,417 

法人税、  
法人
法人税等

住民税及び事業税
税等調整額 

合計 

48 
136 
185 

593 
79 
672 

当期純利益 386 744 
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（３）【 株主資本等変動計算書 】 

（ 円）    

 
    

                         
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：百万

 

 

             

前事業年度
(自 平成2

　至 平成2 )

当事業年度
(自 平成21年 4月 

　至 平成22年 3月31

株主

　資

　　 00 2,00
　　

　 計 － －
　 00 2,
　

　

　 0 0
　

　 － －
　 0 0
　

　 0 0
　

期変動額合計 － －
　　　当期末残高 0 0

　　

　　 00 2,00
　　

　 － －
　 00 2,
　

　

　 00 1,0
　

　 － －
　 00 1,0
　 積立金

　 50
　

　 合計 － －
　 50 2,
　

　 ,058 19,
変動額

積立金の積立 500
期変動額合計 500 2

,558 19,8
　

　 809 5
　

余金の配当 120 △
積立 500 △2

386
金の取崩 － 2

計 233
　　　当期末残高 576 1,232

,618 25,8

金の配当 △120 △
積立金の積立 － －

386 744
－ 281

　　　　当期変動額合計 266
　　　当期末残高 25,885 26,791

0年 4月 1日
1年 3月31日

1日
日)

資本

本金

　前期末残高 2,0 0
　当期変動額

　　　当期変動額合

　　当期末残高 2,0 000
資本剰余金

　資本準備金

　　前期末残高

　　当期変動額

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　資本剰余金合計

　　前期末残高

　　当期変動額

　　　　当

　利益剰余金

利益準備金

　前期末残高 2,0 0
　当期変動額

　

　　当期末残高

　　当期変動額合計

2,0 000
　その他利益剰余金

　役員退職積立金

　　前期末残高 1,0 00
　　当期変動額

　　　当期変動額合計

　　当期末残高 1,0 00
　有価証券償却準備

　　前期末残高 2,7 2,750
　　当期変動額

　　　当期変動額

　　当期末残高 2,7 750
　別途積立金

　　前期末残高 19 558
　　　当期

　　　　別途 250
　　　　当 50
　　　当期末残高 19 08

　繰越利益剰余金

　　前期末残高 76
　　当期変動額

　　　　剰 △ 120
　　　　別途積立金の △ 50
　　　　当期純利益 744
　　　　土地再評価差額 81
　　　　当期変動額合 △ 655

　　利益剰余金合計

　　　前期末残高 25 85
　　　当期変動額

　　　　剰余

　　　　別途

120

　　　　当期純利益

　　　　土地再評価差額金の取崩

905
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    （単位：百万円）

 

 

 

 

 

前事業年度
(自 平成20年 4月 1日

　至 平成21年 3月31日)

当事業年度
(自 平成21年 4月 1日

　至 平成22年 3月31日)
 

　株主資本合計

　　前期末残高 27,619 27,886
　　当期変動額

　　剰余金の配当 △120 △120
　　当期純利益 386 744
　　土地再評価差額金の取崩 － 281
　　　当期変動額合計 266 905
　　当期末残高 27,886 28,792
評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

　　前期末残高 △154 △3,483
　　当期変動額

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,329 3,237
　　　当期変動額合計 △3,329 3,237
　　当期末残高 △3,483 △245
　土地再評価差額金

　　前期末残高 3,512 3,492
　　当期変動額

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19 △281
　　　当期変動額合計 △19 △281
　　当期末残高 3,492 3,211
　評価・換算差額等合計

　　前期末残高 3,358 9
　　当期変動額

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,348 2,956
　　　当期変動額合計 △3,348 2,956
　　当期末残高 9 2,966
純資産合計

　前期末残高 30,978 27,896
　当期変動額

　　剰余金の配当 △120 △120
　　当期純利益 386 744
　　土地再評価差額金の取崩 － 281
　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,348 2,956
　　　当期変動額合計 △3,081 3,862
　　当期末残高 27,896 31,758
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【継続企業の前提に関する注記】 

  該当事項はありません 

重要な会計方針】 

１．有価証券の評価基準及評価方法 

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、そ

の他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として

移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法によ

る原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建 物      ３４年～ ３９年 

            その他        ５年～   ６年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（3）リース資産 

該当ありません。 

３．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債

権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下の

なお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻

に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と

認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は９１０百万円であります。 

（2）投資損失引当金 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必

要と認められる額を計上しております。 

 

 

【
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（3）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

（

（

員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

おります。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処

理

        

の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法に

、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理 

方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年度の財務諸表

に せん。 

の支給

事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。  

損失引当金 

えるため、

将

（8）

５．リ

事

６．消

消

 

【会計方針の変更】 

（固定資産の減損に関する資産のグルーピングの方法） 

固定資産の減損に係る会計基準の適用に当たり、従来稼動資産については、営業店を基礎とし、キャ

ッシュ・フローの相互補完性に基づいた一定の地域等（エリア）をグルーピングの単位としておりまし

たが、平成２１年４月より営業店をグルーピングの単位（ただし、出張所等の母店との相互関係が強い

店舗は母店と一緒にグルーピング）とすることに変更しました。この変更は、各営業店別のキャッシュ・

フローをより精緻に把握することにより、収益管理がより厳格化できたため変更となったものです。 

これにより、当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。 

事業年度に帰属する額を計上しております。 

4）役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当

事業年度に帰属する額を計上しております。 

5）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業

産の見込額に基づき、必要額を計上して

方法は以下のとおりであります。 

  過去勤務債務   発生年度に一時費用処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員

より按分した額を

（会計方針の変更） 

当事業年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計会計基準第１９号

平成２０年７月３１日）を適用しております。 

なお、従来の

与える影響はありま

（6）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金

見積額のうち、当

（7）睡眠預金払戻

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備

来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認められる額を計上しております。 

偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度が開始されたことに伴い信用保証協会への負担金

の支払に備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。 

ース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する

業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

費税等の会計処理 

費税及び地方消費税（以下、消費税等という）の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 
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地域    静岡及び神奈川県内 

主な用途  営業用店舗１０物件 

   ４７１百万円、建物 １１４百万円） 

  

【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

１． 関係会社の株式総額   ３５０百万円 

２． 貸出金のうち破綻先債権額は３,２９０百万円、延滞債権額は７,２９３百万円であります。 

なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行

った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第

９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている

貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 ３． 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１９０百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,０３１百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５． 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１１,８０６百

万円であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

６． 手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で

自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は５,８６２百万円であります。 

７． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

        担保に供している資産 

          ６,８１８百万円 

  

        

      

   

８． けた場

合に、契約上 限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契

約であります 高は、１９,７１３百万円であります。このうち原契約

種類    土地及び建物 

減損金額  ５８６百万円 

      （うち土地

  

          有価証券  

   その他の資産       ２２百万円 

 担保資産に対応する債務 

    預金                  ４５７百万円 

  借用金        ４,４００百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券６,３２１百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は１９５百万円であります。 

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

規定された条件について違反がない

。これらの契約に係る融資未実行残
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期間が１年以 取消可能なものが１７,０４８百万円あります。 

なお、これ されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

ありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒

絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要

に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内

手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９． 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１日

公布政令第１１９号)第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、当該事業用土地について算出

した地価税の課税価格に合理的な調整を行って算出。 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  ３,０９２百万円 

10． 有形固定資産の減価償却累計額        ５,２５３百万円 

 11． 有形固定資産の圧縮記帳額            １５３百万円 

12．  １株当たりの純資産額                １,３２３円２７銭 

 13． 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 

該当ありません 

 14． 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額   

該当ありません 

15． 関係会社に対する金銭債権総額                     

該当ありません 

16． 関係会社に対する金銭債務総額                １,０３０百万円    

 

（損

額             １百万円 

      ０百万円 

      ２百万円 

             －百万円 

      ２百万円 

円 

２．

 
 
 
 

内のもの又は任意の時期に無条件で

らの契約の多くは、融資実行

必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものでは

益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総

役務取引等に係る収益総額        

その他業務・その他経常取引に係る収益総額

その他の取引に係る収益総額

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額       

役務取引等に係る費用総額             ６０百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額      －百万

その他の取引に係る費用総額            １６百万円 

１株当たり当期純利益金額              ３１円０１銭 

- 27 - 



 （株）静岡中央銀行 平成 22 年 3月期決算短信 

（

   

関連当事者関係） 

子会社及び関連会社等                            （単位：百万円） 

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末 
残高 

子会社 静岡中央信用 所有 当行ローンの保 当行ローン 76,187 － － 
保証株式会社 直接 100％ 証･役員の兼任 の保証 

 

 

（

 

１．売買

２．

   

３．子

   

    

（注）静岡中央信用保証株式会社より当行の各種ローンに対して保証を受けております。 

有価証券関係） 

 貸借対照表の「国債」「地方債」｢社債｣「株式」「その他の証券」が含まれます。 

目的有価証券（平成２２年３月３１日現在） 

該当ありません 

満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成２２年３月３１日現在） 

 該当ありません 

会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの（平成２２年３月３１日現在） 

 時価のある子会社・子法人株式及び関連法人等株式は該当ありません 

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 
子会社株式 350

 

４．その ２２年３月３１日現在）                （単位：百万円） 

   貸借対照表 差額 

他有価証券（平成

種類 計上額 取得原価 

株式 9,056 6,916 2,139
債券 21,826 21,482 343
 国債 13,440 13,283 157
 地方債 － － －

貸借対照表計上額
が取得原価を超え

 社債 8,385 8,199 186
その他 3,514 3,503 10

るも

1,903 2,493

の 

小計 34,396 3
株式 12,421 14,452 △2,030
債券 15,372 15,444 △71
 国債 13,508 13,540 △32貸借対照表計上額
 地方債 － － －
 社債 1,864 1,903 △39

が取得原価を超え
ないもの 

その他 5,903 6,697 △794
小計 33,698 36,594 △2,896

合計 68,095 68,497 △402

（注 同 185 百万円）については、市場

ら、上表の「その他有価証券」に

５．当 至 平成２２年３月３１日） 

    

６．当 平成２２年３月３１日） 

（単位：百万円） 

売却損の合計額 

）非上場株式（貸借対照表計上額 1,131 百万円）及びその他の証券（

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

は含めておりません。 

事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成２１年４月１日 

該当ありません 

事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成２１年４月１日 至 

 売却額 売却益の合計額 
株式 6,087 1,033 251
債券 27,600 337 5
 国債 26,068 325 3
 地方債 705 2 －
 社債 826 9 2
その他 293 13 －
合計 33,981 1,383 257
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７．保有目的を変更し 証

    り

８

で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べ著しく下落しており、

をもって貸借対照表

失として処理（以下「減損処理」という。）しており

ま

す。 

しく下落した」と判断するための基準は、時価の下落率が簿価の５０％以上である場

時価の下

処理を行っております。 

 

該当ありません 

 

（税効果会計関係） 

   繰 税金資産 

    貸倒引当金損 限度額超過額            １,１７ 円 

 入限度額超過額       ５ 円 

 価償却限度                    ９ 円 

    その他              １,３ 円 

   繰延税金資産小               ３,２ 円    

              △６ 円

た有価

ません 

券 

該当あ

．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券

時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価

計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損

す。 

当事業年度における減損処理額は、株式等償却１３５百万円でありま

また、時価が「著

合は、時価が「著しく下落した」ときに該当することとして減損処理を行っております。また、

落率が３０％以上５０％未満である場合は回復可能性の判定を行い、減損

（金銭の信託関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

延

金算入 １百万

   退職給与引当

   減

金損金算     ８２百万

額超過額 ９百万

          ４６百万

計      ００百万    

  評価性引当額         ０５百万  

                 ２,５９ 円 

   繰延税金負債          

    退職給付信 益               １ 円

  繰延税金資産合計    ４百万

    

託設定     ３２百万

   繰延税金負債合計                     １３２百万円 

繰延税金資産の純額                       ２,４６１百万円      
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株式会社

いたしましたのでお知らせ致します。 
ては、来る平成２２年６月２９日開催予定の定時株主総会において選任の予定

です。

 

記 

 

         
     

 

     
該当ありません。

 

（１）退任予定 取締役 
         
      中安

なかやす

 三千夫
み ち お

      
       

（２）退任予定 監査役 

      該当ありません。   

    なお、新任取締役の候補者の略歴は別紙の通りです。 

役 員 の 異 動  

 静岡中央銀行では平成２２年５月１４日取締役会において、下記のとおり役員の異動を内定

なお、これにつきまし

 

１．新任役員候補 
 

（１）新任予定 取締役候補  

草柳
くさやなぎ かずやす

 和保（現、人事部長）     
 

    佐
さ

藤
とう

 敏光
としみつ

（現、熱海支店長）     
    
（２）新任予定 監査役候補 

 

２．退任予定役員 
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新任取締役候補者 略 歴 

 

 

  名    草柳 和保 

生年月日     昭和２９年 ２月  ５日（５６才）  

 

月 高崎経済大学 卒業     

職        昭和５１年 ３月  株式会社静岡相互銀行（現静岡中央銀行）入行  

 

平成１０年１０月 人事部労務・採用グループ上席次長  

 

８月 善行支店長  

 

１９年 ８月  人事部労務・採用グループシニアマネージャー  

成２１年 ６月  人事部長（現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

氏

 

学    歴      昭和５１年 ３

 

 歴

平成１６年 

平成

 

平
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新任取締役候補者 略 歴

 

 

 

氏  名    佐藤 敏光 

 

生年月日     昭和３１年１２月１６日（５３才）  

 

学    歴      昭和５０年 ３月  御殿場西高等学校 卒業     

 

職   歴      和５０年 ３月  株式会社静岡相互銀行（現静岡中央銀行）入行  

 

成１４年 ２月  営業推進部営業推進グループ上席次長  

成１７年 ２月  寒川支店長  

成１９年 ６月  熱海支店長（現在）  

 

 

 

 
 
 
 

   

 

昭

平

 

平

 

平

- 32 - 



 株式会社 静岡中央銀行 

 
 
 
 

平 成 21 年 度 

 決 算 説 明 資 料 

 
 
 
 
 
 
 
 
      Ⅰ．平成 21 年度決算の概要  

 
     １．損益の状況            単体・連結 ・・・・・・・ 1 

     ２．業務純益             単体・・・ ・・・・・・・ 2 

     ３．利鞘               単体・・・ ・・・・・・・ 2 

     ４．有価証券関係損益         単体・・・ ・・・・・・・ 2 

     ５．有価証券の評価損益        単体・連結 ・・・・・・・ 3 

     ６．退職給付関係           単体    ・・・・・・・ 4 

     ７．自己資本比率（国内基準）     単体・連結 ・・・・・・・ 5 

     ８．ＲＯＥ              単体・・・ ・・・・・・・ 5 

 
 

Ⅱ．貸出金等の状況 
      
     １．リスク管理債権の状況       単体・連結 ・・・・・・・ 6 

     ２．貸倒引当金の状況         単体・連結 ・・・・・・・ 7 

     ３．リスク管理債権に対する引当率   単体・連結 ・・・・・・・ 7 

     ４．金融再生法開示債権        単体・・・ ・・・・・・・ 8 

     ５．金融再生法開示債権の保全状況   単体・・・ ・・・・・・・ 8 

     ６．自己査定の状況          単体・・・ ・・・・・・・ 9 

     ７．業種別貸出状況等         単体・・・ ・・・・・・・ 10 

       ① 業種別貸出金 

              ② 消費者ローン残高 

       ③ 中小企業等向け貸出・比率 

     ８．預金・貸出金の残高        単体・・・ ・・・・・・・ 11 
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 株式会社 静岡中央銀行 

Ⅰ．平成 21 年度決算の概況  
 
１．損益の状況  【単体】                                          (単位：百万円) 

    
22 年 3 月期    

21 年 3 月期比 
21 年 3 月期 

業務粗利益 9,729 1,132  8,597 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻） )  (  9,446) (      30)  (  9,416)

国内業務粗利益 9,665 1,172  8,492 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻）) (  9,382) (     70) (  9,311)

資金利益 9,355 113  9,242 

役務取引等利益 26 △43  69 

その他業務利益 282 1,102  △819 
 

（うち国債等債券損益） (   282) (  1,102) (    △819)

国際業務粗利益 64 △40  104 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻） ) (    64) (   △40) (   104)

資金利益 64 △40  104 

役務取引等利益  － －  － 

その他業務利益  － －  － 

 

 

（うち国債等債券損益） (       －) (       －) (       －)

経費（除く臨時処理分） 7,105 △82  7,187 

人件費 4,109 △51  4,160 

物件費 2,710 4  2,705  

税金 285 △36  321 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 2,624 1,215  1,409 

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) (  2,341) (   112) (  2,228)

①一般貸倒引当金繰入額 △110 △110  － 

業務純益 2,734 1,325  1,409 

 うち国債等債券損益 ( ５勘定尻 ) 282 1,102  △819 

臨時損益 △661 133  △794 

②うち不良債権処理額 1,006 938  67 

貸出金償却  13  13   － 

個別貸倒引当金繰入額  830 830  － 

偶発損失引当金繰入額 162 94  67 
 

その他の債権売却損等 － △0  0 

うち株式等損益 ( ３勘定尻 ) 645 1,128  △482 

その他臨時損益 △300 △55  △244 

 

 うち退職給付費用 55 17  38 

経常利益 2,073 1,458  614 

特別損益 △656 △614  △41 

固定資産処分損益 △43 44  △88 

固定資産処分益 － △0  0 
 

固定資産処分損 43 △44  88 

貸倒引当金戻入益 － △41  41 

 

減損損失 586 586   － 

税引前当期純利益 1,417 844  572 

法人税、住民税及び事業税 593 544  48 

法人税等調整額 79 △57  136 

当期純利益 744 357  386 

  

①＋② 与信費用 896 828  67 

- 1- 



 株式会社 静岡中央銀行 

 
 

１損益の状況  【連結】                                         (単位：百万円) 

   
22 年 3 月期 

21 年 3 月期比 
21 年 3 月期 

連結 経常利益 2,047 1,364 682

連結 当期純利益 723 311 412

 
 
２．業務純益  【単体】                                           (単位：百万円)  

  
22 年 3 月期 

21 年 3 月期比 
21 年 3 月期 

（１）業務純益 2,734 1,325 1,409

（２）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 2,624 1,215 1,409

（３）コア業務純益 2,341 112 2,228

 
 
３．利鞘  【単体】                                                          (単位：％)  

  
22 年 3 月期 

21 年 3 月期比 
21 年 3 月期 

（１）資金運用利回 （Ａ） 2.21 △0.10 2.31

（イ）貸出金利回 2.43 △0.11 2.54
 

（ロ）有価証券利回 1.26 0.01 1.25

（２）資金調達原価 （Ｂ） 1.82 △0.13 1.95

（イ）預金等利回 0.30 △0.06 0.36
 

（ロ）外部負債利回 0.14 △0.16 0.30

（３）総資金利鞘   （Ａ）－（Ｂ） 0.39 0.03 0.36

 
 
４．有価証券関係損益  【単体】                                            (単位：百万円) 

  
22 年 3 月期 

21 年 3 月期比 
21 年 3 月期 

国債等債券損益 （5 勘定尻） 282 1,102 △819

売却益 350 33 317

償還益 － － －

売却損 5 △84 90

償還損 61 △455 516

 

償  却 － △529 529

                                                               (単位：百万円) 
  

22 年 3 月期 
21 年 3 月期比 

21 年 3 月期 

株式等損益 （3 勘定尻） 645 1,128 △482

売却益 1,033 457 575

売却損 251 △40 291 

償  却 135 △630 766

- 2- 



 株式会社 静岡中央銀行 

 
５．有価証券の評価損益                                             
 

① 有価証券の評価基準             

その他有価証券     時価法 
 

② 評価損益 

    【単体】                                                                    (単位：百万円) 

22 年 3 月末 21 年 3 月末 

  

                 

  
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 △402 2,493 2,896 △5,710 1,258 6,969

株      式 108 2,139 2,030 △3,822 1,051 4,874 

債      券 272 343 71 △139 205 345

国    債 124 157 32 65 150 85

地 方 債 － － － － － －

 

社    債 147 186 39 △205 54 260

 

そ の 他 △783 10 794 △1,748 1 1,749

             
（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との差額を計上

しています。なお、変動利付国債の時価については、平成 20 年 9 月末より「金融資産の時価の算定に関する実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第 25 号平成 20 年 10 月 28 日）に基づき、合理的に算定された価額により計上

しております。 

 

      
    【連結】                                                                   (単位：百万円) 

22 年 3 月末 21 年 3 月末 

  

                 

  
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 △402 2,493 2,896 △5,710 1,258 6,969

株      式 108 2,139 2,030 △3,822 1,051 4,874 

債      券 272 343 71 △139 205 345

国    債 124 157 32 65 150 85

地 方 債 － － － － － －

 

社    債 147 186 39 △205 54 260

 

そ の 他 △783 10 794 △1,748 1 1,749

             
（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との差額を計上

しています。なお、変動利付国債の時価については、平成 20 年 9 月末より「金融資産の時価の算定に関する実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第 25 号平成 20 年 10 月 28 日）に基づき、合理的に算定された価額により計上

しております。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
６．退職給付関係  【単体】 
 
① 退職給付債務に関する事項  

 第 136 期 

平成 22 年 3 月 31 日現在 

第 135 期 

平成 21 年 3 月 31 日現在

退職給付債務             （Ａ） △2,514 △2,526

年金資産                （Ｂ） 915 783

未積立退職給付債務         （Ｃ）＝（A）+（B） △1,599 △1,743

会計基準変更時差異の未処理額 （Ｄ） － －

未認識数理計算上の差異       （Ｅ） 179 255

未認識過去勤務債務           （Ｆ） － －

貸借対照表計上額純額         （Ｇ）＝（C）+（D）+（E）+（F） △1,419 △1,488

前払年金費用                 （Ｈ） 75 －

退職給付引当金               （G）-（H） △1,494 △1,488

 （注）厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 
② 退職給付費用に関する事項 

 第 136 期 

平成 22 年 3 月 31 日現在 

第 135 期 

平成 21 年 3 月 31 日現在

勤務費用 130 125

利息費用 37 36

期待運用収益 △9 △8

過去勤務債務の費用処理額 － －

数理計算上の差異の費用処理額 55 38

会計基準変更時差異の費用処理額 － －

その他 － －

退職給付費用 214 192

 
③ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 第 136 期 

平成 22 年 3 月 31 日現在 

第 135 期 

平成 21 年 3 月 31 日現在

（１）割引率 1.50% 1.50%

（２）期待運用収益率 2.50% 2.50%

（３）退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 勤務期間を基準とする方法

（４）過去勤務債務の額の処理年数 一括費用処理 一括費用処理

（５）数理計算上の差異の処理年数 ５年 ５年

（６）会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理 一括費用処理
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
７．自己資本比率 （ 国内基準 ）                                     

 【単体】                                                                  (単位：百万円)  

  22 年 3 月末 

【速報値】    21 年 3 月末比 21年9月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末

自己資本比率    （１）／（５） 10.82% △0.18% △0.04% 11.00% 10.86%

  うち TierⅠ比率 （２）／（５） 9.57% △0.05% 0.02% 9.62% 9.55%

（１） 自己資本 （２）+（３）-（４） 32,464 642 201 31,822 32,263

 （２） TierⅠ 28,732 906 369 27,826 28,363

 （３） TierⅡ 3,785 △317 △223 4,102 4,008

 （４） 控除項目 53 △54 △54 107 107

（５） リスクアセット 299,952 10,863 3,081 289,089 296,871

 
  （注）「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充

実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出しております。 
 

 
 【連結】                                                                  (単位：百万円)  

    22 年 3 月末 

【速報値】    21 年 3 月末比 21年9月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末

自己資本比率    （１）／（５） 10.88% △0.18% △0.03% 11.06% 10.91%

  うち TierⅠ比率 （２）／（５） 9.62% △0.06% 0.03% 9.68% 9.59%

（１） 自己資本 （２）+（３）-（４） 32,702 681 253 32,021 32,449

 （２） TierⅠ 28,910 884 382 28,026 28,528

 （３） TierⅡ 3,845 △257 △183 4,102 4,028

 （４） 控除項目 53 △54 △54 107 107

（５） リスクアセット 300,301 11,011 3,101 289,290 297,200

 
  （注）「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充

実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出しております。 
 

 
 
 
８．ＲＯＥ  【単体】                                                  (単位：％)  

    
22 年 3 月期 

21 年 3 月期比 
21 年 3 月期 

業務純益   ベース 7.95 3.77 4.18

当期純利益 ベース 2.16 1.02 1.14
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 株式会社 静岡中央銀行 

Ⅱ．貸出金等の状況 

 

１．リスク管理債権の状況    

※ 部分直接償却実施後 
  【単体】                                                       (単位：百万円) 

   
〔 リスク管理債権額 〕 22 年 3 月末   

21 年 3 月末比 21 年 9 月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末 

リスク管理債権  11,806 888 514 10,917 11,291

破綻先債権 3,290 608 △17 2,681 3,307

延滞債権 7,293 △595 △535 7,888 7,829

3 ヵ月以上延滞債権 190 58 36 131 154
 

貸出条件緩和債権 1,031 816 1,031 215 －

   

貸出金残高（末残） 414,680 13,065 2,745 401,614 411,935

  (単位：％) 
   

〔 貸出金残高比 〕 22 年 3 月末   
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

リスク管理債権  2.84 0.13 0.10 2.71 2.74

破綻先債権 0.79 0.13 △0.01 0.66 0.80

延滞債権 1.75 △0.21 △0.15 1.96 1.90

3 ヵ月以上延滞債権 0.04 0.01 0.01 0.03 0.03
 

貸出条件緩和債権 0.24 0.19 0.24 0.05 －

 
 
  【連結】                                                       (単位：百万円) 

   
〔 リスク管理債権額 〕 22 年 3 月末   

21 年 3 月末比 21 年 9 月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末 

リスク管理債権  11,806 888 514 10,917 11,291

破綻先債権 3,290 608 △17 2,681 3,307

延滞債権 7,293 △595 △535 7,888 7,829

3 ヵ月以上延滞債権 190 58 36 131 154
 

貸出条件緩和債権 1,031 816 1,031 215 －

   

貸出金残高（末残） 414,680 13,065 2,745 401,614 411,935

  (単位：％) 
   

〔 貸出金残高比 〕 22 年 3 月末   
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

リスク管理債権  2.84 0.13 0.10 2.71 2.74

破綻先債権 0.79 0.13 △0.01 0.66 0.80

延滞債権 1.75 △0.21 △0.15 1.96 1.90

3 ヵ月以上延滞債権 0.04 0.01 0.01 0.03 0.03
 

貸出条件緩和債権 0.24 0.19 0.24 0.05 －
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
２．貸倒引当金の状況   
 

 【単体】                                                       (単位：百万円) 
   

 22 年 3 月末   
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

貸倒引当金  3,058 △638 △280 3,697 3,338

一般貸倒引当金 1,401 △110 △155 1,511 1,556
 

個別貸倒引当金 1,657 △528 △125 2,185 1,782

 

【連結】                                                       (単位：百万円) 
   

 22 年 3 月末   
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

貸倒引当金  3,475 △535 △262 4,010 3,738

一般貸倒引当金 1,461 △50 △115 1,511 1,577
 

個別貸倒引当金 2,013 △485 △147 2,498 2,160

 
 
３．リスク管理債権に対する引当率   
   

【単体】                                                    (単位：百万円・％) 
   

 22 年 3 月末  
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

リスク管理債権         （Ａ） 11,806 888 514 10,917 11,291

担保･保証等による保全額（Ｂ） 9,083 636 △295 8,446 9,379

貸倒引当金            （Ｃ） 1,712 △495 △71 2,208 1,784

引当率        （Ｃ）／（Ａ） 14.50 △5.73 △1.30 20.23 15.80

保全率      （Ｂ+Ｃ）／（Ａ） 91.44 △6.15 △7.42 97.59 98.86

 

【連結】                                                    (単位：百万円・％) 
   

 22 年 3 月末  
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

リスク管理債権         （Ａ） 11,806 888 514 10,917 11,291

担保･保証等による保全額（Ｂ） 9,083 636 △295 8,446 9,379

貸倒引当金            （Ｃ） 1,712 △495 △71 2,208 1,784

引当率        （Ｃ）／（Ａ） 14.50 △5.73 △1.30 20.23 15.80

保全率      （Ｂ+Ｃ）／（Ａ） 91.44 △6.15 △7.42 97.59 98.86
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
４．金融再生法開示債権 【単体】 

                                                        (単位：百万円) 
   

〔 開示債権額 〕 22 年 3 月末   
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

金融再生法開示債権  11,820 893 499 10,927 11,320
破産更生債権およびこれらに 
準ずる債権 5,812 518 △283 5,293 6,095

危険債権 4,784 △499 △285 5,284 5,069 

要管理債権 1,223 874 1,068 349 155

   

総与信残高（末残） 415,882 13,242 2,835 402,640 413,047

  (単位：％) 
   

〔 総与信に占める割合 〕 22 年 3 月末   
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

金融再生法開示債権  2.84 0.13 0.10 2.71 2.74
破産更生債権およびこれらに 
準ずる債権 1.39 0.08 △0.08 1.31 1.47

危険債権 1.15 △0.16 △0.07 1.31 1.22 

要管理債権 0.29 0.21 0.26 0.08 0.03

 
 
５．金融再生法開示債権の保全状況 【単体】  

 (単位：百万円・％) 
   

 22 年 3 月末  
21 年 3 月末比 21 年 9 月末比

21 年 3 月末 21 年 9 月末 

金融再生法開示債権   （Ａ） 11,820 893 499 10,927 11,320

保全額            （Ｂ） 10,742 94 △433 10,648 11,176

担保･保証等による保全額 9,021 589 △362 8,432 9,383
  

貸倒引当金 1,720 △495 △71 2,216 1,792

保全率        （Ｂ）／（Ａ） 90.88 △6.56 △7.83 97.44 98.71
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
６．自己査定の状況  【単体】 
 

開示基準別の分類・保全状況（ 平成 22 年 3 月末 ） 

 (単位：百万円) 

自己査定結果（債務者区分別） 
対象：貸出金等与信関連債権 

金融再生法の開示基準 
対象：貸出金等与信関連債権 

 
リスク管理債権 

対象：貸出金 

分類 区  分 

与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区  分

与信残高

担保・

保証
引当額 保全率  区  分 残 高

破綻先 

3,300 

（957） 

1,706 1,593 

 

－ 

(181) 

－

(776)

 

破綻先 

債 権 

 

3,290

 

実質破綻先 

2,512 

(354) 

 

1,564 

 

947 

 

－ 

(115) 

－

(238)

 

破産・更生

債権およ

びこれら

に準ずる

債権 

 

5,812 4,500 1,312

 

 

 

 

 

 

 

100％ 

 

 

延滞債権 7,293

破綻懸念先 

4,784 

(337) 

3,500 1,139 

 

144 

(337) 

－
危険債権

4,784 4,302 337

 

96.97％ 
 3 ヵ月以上

延滞債権
190

 

 
貸出条件

緩和債権
1,031要管理債権

1,223 219 71

 

23.74％ 

 

 合   計 11,806
小  計

11,820 9,021 1,720

 

90.88％ 
   

要管理先 

1,260 

 

137 

 

1,122 

 

－ －

   

要
注
意
先 

要管理先

以外の 

要注意先 

123,355 

 

 

 

65,227 

 

 

 

58,128 

 

 

 

－ －

   

正常先 

280,669 

 

280,669 

 

－ 

 

－ －

正常債権

404,061

   

合  計 

415,882 

（1,649） 

 

352,806 

 

 

62,931 

 

144 

(634) 

－

(1,014)

合  計

415,882

 

 

   

 
（注 1）貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸付金未収利息 

（注 2）自己査定結果（債務者区分）における（  ）内は分類額に対する引当額です。 
   破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類額は全額引当済みです。 
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７．業種別貸出状況等  【単体】 
 
① 業種別貸出金                                (単位：百万円) 

   
  22 年 3 月末   

21 年 3 月末比 21 年 9 月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末

国    内 414,680 13,065 2,745 401,614 411,935

製造業 55,314 1,902 △1,049 53,412 56,363

農業・林業 561 △102 △85 663 646

漁業 71 △11 △4 82 75

鉱業、採石業、砂利採取業 6 △83 △51 89 57

建設業 44,769 4,997 1,544 39,772 43,225

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － －

情報通信業 373 61 83 312 290

運輸業、郵便業 10,240 357 △235 9,883 10,475

卸売業 17,017 532 △308 16,485 17,325

小売業 22,047 883 △118 21,164 22,165

金融・保険業 6,100 △1,253 △650 7,353 6,750

不動産業 21,875 △1,762 △1,246 23,637 23,121

不動産賃貸管理業 20,057 △906 △260 20,963 20,317

各種サービス業 56,484 

物品賃貸業 3,763 104  3,659

学術研究、専門・技術サービス業 2,111 △120  2,231

宿泊業 8,139 1,804  6,335

飲食業 5,945 △33  5,978

生活関連サービス業、娯楽業 6,617 △1,822  8,439

教育、学習支援業 1,270 573  697

医療・福祉 19,283 △83  19,366

その他のサービス 9,946 △1,389  11,335

地方公共団体 － △232 － 232 －

個人による貸家業 57,768 3,215 3,597 54,553 54,171

 

その他 101,395 4,872 2,492 96,523 98,903

（注）日本標準産業分類の改訂（平成 19 年 11 月）に伴い、平成 21 年 9月末から業種の表示を一部変更しております。 

 
② 消費者ローン残高                              (単位：百万円) 

   
  22 年 3 月末   

21 年 3 月末比 21 年 9 月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末

消費者ローン残高 96,526 4,105 3,622 92,421 92,904

うち 住宅ローン残高 95,326 4,989 3,956 90,337 91,370
 

うち その他ローン残高 1,200 △884 △334 2,084 1,534

 
③ 中小企業等向け貸出・比率                                                 (単位：百万円・％) 

   
   22 年 3 月末   

21 年 3 月末比 21 年 9 月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末

中小企業等向け貸出額 383,833 13,005 1,071 370,828 382,762

中小企業等貸出比率 92.56 0.23 △0.35 92.33 92.91
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８． 預金・貸出金の残高 【単体】                         (単位：百万円) 

   
  22 年 3 月末   

21 年 3 月末比 21 年 9 月末比
21 年 3 月末 21 年 9 月末

預   金 （末 残） 468,726 14,042 2,372 454,683 466,353

 うち 個人預金 349,315 14,398 5,091 334,916 344,223

預   金 （平 残） 463,540 12,399 2,457 451,141 461,083
 

貸 出 金 （末 残） 414,680 13,065 2,745 401,614 411,935

貸 出 金 （平 残） 408,329 9,765 4,159 398,564 404,169
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